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I はじめに 
 

1980年代以降、情報通信技術（Information and Communication Technology、以後 ICT）は、
我々の実生活のほぼ全ての領域・階層にわたって急速に普及・浸透してきた。なかでも、現代の

企業組織におけるビジネス活動は、ICTをベースにした様々な技術 ―例えば、グループウェア、
ASP（アプリケーション・サービス・プロバイダー）1、ビデオ会議システムなど― の導入によ

り、劇的な変化を遂げた。そして、世紀の境を跨るようにして、安価で多機能なモバイル技術も

急速な普及を見せている。携帯電話や PDA（個人用携帯情報端末）は、単なる一般生活者向けの
情報通信機器というだけでなく、様々なビジネス領域の幅広い業務プロセスに導入・利用されて

おり、いままさに組織のあり方、仕事そのもののあり方を大きく変えようとしている。 
本稿では、こうした ICTの普及・導入による現代の組織や仕事の変化、なかでも「独立型プロ
フェッショナル」の仕事の実践という文脈における変化を考察する。現代の変化の激しいビジネ

ス環境に対応するために、現代企業の多くは組織外の様々な人材をフレキシブルに活用するよう

になってきている。特に、アウトソーシングは、効果的かつ効率的なビジネス活動の実践のため

には、欠かせない戦略手段となった。こうしたなか、組織に属さず独立して働くプロフェッショ

ナルは年々増えつつあり、彼らは企業に対し独自の知識や能力をアドホック・ベースに提供して

いる。また近年、企業のビジネス活動はますます「知識集約型」の様相を呈しており、こうした

組織外の有用な人材や組織の効果的活用もそれに応じてその重要性を高めつつある。こうした組

織外の独立型プロフェッショナルの流動的な活用は、企業組織の境界設定をも曖昧なものにしつ

つある。人々のインタラクションや協働を支え拡げる ICTの普及は、こうした流れをより一層推
し進めることになっている。本稿では、こうした現代企業とそれに関わる様々な独立型プロフェ

ッショナルの仕事の実践について、筆者が実施した探索的フィールド調査の結果を特に組織論的

視座より考察を行い、組織分析・仕事分析の新たな理解枠組みの提示を試みる。 
 
II 独立型プロフェッショナル 

                                                  
* 本稿は、『商学論究』（関西学院大学商学研究会）第 52巻・第 3号（2005年 1月）に掲載予定の論文のドラフ
トである。 
1 業務用・ビジネス用のアプリケーションソフトをインターネットを通じて顧客に提供し、利用に応じて課金を行
う事業者、もしくはそのサービスのこと。 
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ショーン（Schön 1983）が高らかに説いたように、プロフェッショナルは「社会のしくみにと
って欠かせない存在」になった。恐らく、もっとも伝統的なプロフェッショナルとしては、聖職

者や教師というものが挙げられるだろう。建物を設計し作り上げる技能を持つ建築家もプロフェ

ッショナルとしての長い歴史を持っている。いま現在、この現代社会においてプロフェッショナ

ルとして扱うことができる人々は多岐に渡っている。医師、弁護士、会計士、デザイナー、作家、

エンジニア、心理療法士、科学者、教員、などである。こうしたプロフェッショナルの数は、国

内に関しても 1970年代以降着実に増加している（図 1参照）。 
 

=================== 
図 1を挿入 

=================== 
 
こうした現代のプロフェッショナルに関する研究は国内外で様々なかたちで進んできている一

方2、ここで注目したいのが、研究対象として扱っているプロフェッショナルの組織的「立ち位置」

である。端的に言えば、これまでのプロフェッショナル研究の多くは、あくまで何らかの公式組

織の内側にいるプロフェッショナルを対象として扱っているのである。その結果、公式組織に属

さず、独立した立場で活躍するプロフェショナルは、まったくといってよいほど無視されてきて

いるのである。 
確かに、フェイリーとバーリー（Whalley & Barley 1997）が考察したように、現代のプロフ

ェッショナルは、企業組織の内部的条件より「生み出された」ものである一面もある。だが、今

日の変化の激しいビジネス環境を鑑みれば、組織内部のプロフェッショナルの働きや役割を論じ

るだけでは、明らかに不十分であろう。事実、組織が独立してフリーランスや契約ベースで複数

の企業と仕事をおこなう「独立型プロフェッショナル」は、ここ 20年間において大幅に増加した
（Segal & Sullivan 1995; 1997）。また、そうした独立型プロフェッショナルの多くは、コンサル
タント、デザイナー、ライター、ジャーナリスト、各種プランナーなどの知識労働者である（Meager 
1992）。彼らは、自身が保持する特殊なスキルや知識や、それを元にして生み出す有形／無形の
プロダクトを企業に提供しその対価を得ることにより生計を成り立たせている。 
組織との旧来型雇用契約関係の頚木から逃れたこのような新しいプロフェッショナルの登場と

その急速な増加は、特に知識集約型のビジネス環境において、極めて重要な要素として捉えられ

てきている。しかしながら、そうした公式組織に属さないにもかかわらず多くの重要な役割を果

たすようになってきている独立型プロフェッショナルの仕事とその役割について、真正面から論

じ掘り下げた研究成果は、国の内外を問わず驚くほど少ない数しか見つからない。数少ない例外

のひとつとして挙げられるのは、マローンとローバッカー（Malone & Laubacher 1998）の研究
である。リナックス（Linux）の開発を支えたオープンソースコミュニティの活躍、バーチャル
組織の登場、アウトソーシングやテレワークの拡大、フリーランサーや契約社員の増加などを取

り上げながら、彼らは次のように述べている。 

                                                  
2 例えば国内では、太田（1993）、宮下（2001）など。 
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このような経済の基礎的単位は、企業ではない。個人である。仕事は独立した契約者によっ

て自主的に行われ、安定したマネジメント・チェーンを通じて割り当てられたり、管理され

たりするわけではない。このような電子的に結合されたフリーランサー（e ランサー）は、
流動的、一時的なネットワークに参加して財やサービスを生産し、販売する。（邦訳版、p. 228） 

 
このような独立型プロフェッショナル―彼らの言葉でいうところの「e ランサー」―は、まさに
現代のビジネス環境の最前線に立つ労働者の姿とも言える。こうした組織に属さないプロフェッ

ショナルは、弁護士や会計士などの職業においてこれまでも存在してきたが、安定的な雇用契約

を結ぶ一般的な労働者の数と比較すると、20世紀を通して少数派であり続けてきた。これは、産
業組織に関する経済理論が指し示しているように、多様で多数の労働者を組織内部化し、オフィ

スや工場などの特定の場所で働かせて、中央集権的な管理をすることによる経済的便益が大きか

ったからである。逆の言い方をすれば、組織に属さず地理的にも分散している人材を企業が活用

することは、コストが膨らみリスクも増大する。これは主に、その当時のコーディネーション技

術 ―例えば、汽車・電車、自動車、電信、固定電話、メインフレーム・コンピュータなど― の

力が極めて限定的だったことが理由として挙げられる。こうしたことから、20世紀を通じて、企
業は巨大であり続けたし、それを志向していた。 
しかし、1990年代以降、安価で多機能な個人向け ICT ―パーソナルコンピュータ（PC）、ノ
ートブック型 PC、各種ソフトウェア、インターネット、E メール、携帯電話、PDA など― が
一気に普及し始めると、状況は一変した。ICT の普及と浸透によりインタラクションコストが劇
的に下がったことで、企業は組織外の有能な人材を効果的に活用し、ビジネスプロセスに柔軟に

組み入れることができるようになった。つまり、中央集権的マネジメントを効果的に行うために、

終身雇用の労働者を数多く組織内に保持する必要はもはや無くなったのである（Malone 2004）。
これまで企業組織内にいたプロフェッショナルたちは続々とスピンアウトし、独立して仕事を組

織外に求めるようになってきている。これは、特殊技能や知識を持つ彼らにとっては、独立し自

由になったほうが、組織内に残る以上に多くの便益をもたらしてくれるからである。その便益と

は、より多くの報酬というだけでなく、自分自身のキャリアをより柔軟に設計でき、より自由に

生活をエンジョイできるという便益も含まれる。そうした独立型プロフェッショナルたちのなか

には、コンサルティングやデザイン業務の世界ではよく見られるように、同じようなプロフェッ

ショナルたちと緩やかに結びついたパートナーシップや組織体を作ることもある。しかし、そう

した場合においても、組織内プロフェッショナルと比較すると極めて大きな自立性と自由を持っ

ている。このような独立型プロフェッショナルの登場と増加を鑑みると、彼らの仕事の実践が現

代のビジネス環境における様々な活動やプロセスのなかでどのような役割と機能を果たしている

のか、またそれに対する ICTのインパクトはどのようなものなのかを丹念に考察する必要性は非
常に高まってきていると言える。 
 
III フィールド調査 
 
上記のような認識に基づき、筆者は独立型プロフェッショナルの仕事の実践と ICTのインパク
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トに関する探索的調査を 2002年以降進めてきている。その中で、今回本稿で扱うのは 2002年 4
月から7月にかけて実施した第1次フィールド調査からのデータである。このフィールド調査は、
半構造的インタビューと参与観察によるデータ収集を主な狙いとして実施した。調査と分析のア

プローチとしては、特定ケースからのデータ収集と仮説検証分析を繰り返し行いながらインプリ

ケーションの抽出を行う反復的理論構築法（Eisenhardt 1989）を用いた。 
第 1次フィールド調査では、計 62名の独立型プロフェッショナルの仕事の実践について調査を

行った3。 
彼らの職種は多岐に渡る。本調査において、最も多い職種は独立開業型のコンサルタントであ

った（11 名）。独立開業型コンサルタントは、まさに特定の知識とスキルをもとにして生計を成
り立たせているプロフェッショナルである。次に多い職種は、様々な種類の個人事業家であった

（9名）。個人事業家は独立型プロフェッショナルとは見なすことはできないと思われるかも知れ
ないが、彼らの仕事の実践は独立型プロフェッショナルのそれと極めて似ている。自身のビジネ

ス活動に対する明確なビジョンを持ち、自らの知識と技能と熱い情熱を持ってそのビジョンを現

実化しようとしている。コンサルタントは自らの知識・技能をクライアントのために使うが、個

人事業家は自らのために自らの才覚を使うのである。また、彼らの仕事の実践は極めて柔軟かつ

活動的であり、その自律性と自由さはまさに独立型プロフェッショナルと位置づけるに相応しい

ものであった。本調査の対象としてこれら 2つの職種に続くのは、デザイナー（6名）、ジャーナ
リスト（4名）であった。 
調査対象の独立型プロフェッショナルたちは、複数の仕事場を持ち、それらの間を極めて活動

的に移動する仕事スタイルを持っていた。調査対象の 52%が、毎日の仕事のなかで、複数の仕事
場をコンスタントに移動すると証言した。当然ながら、彼らは全員自分専用の特定のオフィスを

持っているが（自宅含む）、彼らはどこが自分の仕事場なのかはっきり分からないと感じていた。

典型的な回答としては、「ニュースが入っている場所が私の仕事場」（ジャーナリスト）、「プロジ

ェクトの内容やフェーズによって変わる」（コンサルタント）、「クライアントがいるところが私の

仕事場」（販売コーディネーター）、「ネットに繋がるのであれば、どこであろうと仕事場になる」

（コンサルタント）、などである。同じ質問で、残りの 48%は、毎日の仕事のなかでかなりの移
動があるがオフィス等の固定された場所が仕事場であると答えた。日々の移動や出張がいくら多

かろうと、やはりオフィスは重要な役割があると答えたのである。この種の典型的な回答として

は、「オフィスは仕事仲間や友人などから情報を得たり共有したりする『駅』のようなもの」（コ

ンサルタント）、「クライアントや他のプロジェクトメンバーに会うために仕事における移動はか

なり多いが、机のあるオフィススペースは集中することが必要な作業があるときなどはとても大

切」（建築家）、「以前は自宅を作業場に使っていたが、いまは小さな部屋を借りてそこで仕事をし

ているが、極めて効果的だった」（デザイナー）、「仕事柄、きちんとしたオフィスを持っていない

人とは仕事をしたがらないクライアントもいるので、オフィスは自宅とは別に借りるようにして

いる」（個人事業家）。 
調査対象の独立型プロフェッショナルは、すべて極めて高いレベルの ICT活用技能を持ってい
た。全員がワイヤレスでネット接続できるノートブック型 PC を日々の仕事で使用していた。興

                                                  
3 この調査結果の包括的な分析と考察は、Kakihara（2003）を参照。 
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味深いことに、彼らは多くはそのノートブック型 PC をオフィスでもメインの業務用パソコンと
して使用していた。その理由としては、「ノートブック型 PCなら、どこへ行こうがメインのパソ
コンになれる」（メディア関係プロデューサー）、「日常業務に必要なデータが大量にあり、それを

パソコン間でいちいち移動させたり分散させたりすると、どのデータがどのパソコンに入ってい

るか分からなくなってしまうので」（コンサルタント）、「毎日移動が激しいので、パソコンは必然

的にノート型になる」（販売コーディネーター）、「ノート型なら机の上の省スペースにもなるので、

ちょうど良い」（コンサルタント）、「でかいデスクトップ型 PC を買う理由はまったくない」（コ
ンサルタント）などである。ノートブック型 PC をメインのパソコンとして遣うことは、彼らの
仕事スタイルの高いモビリティにおいて必然の選択とも言える。 
同様に、調査対象のプロフェッショナルの全員が携帯電話を保有していた。なかでも、日々の

仕事において頻繁な移動がある仕事スタイルを持つプロフェッショナルにとって、携帯電話はま

さに必需品となっている。「携帯電話の無い仕事生活なんてもう考えられない」（個人事業家）、「携

帯電話のおかげで、事務所にかかってくる仕事の電話を気にすることなく出かけることができる

ようになった」（グラフィックデザイナー）、「クライアントの多くは、私がオフィスにいても携帯

に電話をかけてくる。なぜなら、僕がどこにいようとも携帯電話にかければ繋がるんだから」（IT
コンサルタント）、「携帯電話は、私に居場所の自由を与えてくれた」（個人事業家）などの回答が

あった。また、調査対象のプロフェッショナルたちの多くは、携帯電話の Eメール受信機能も積
極的に活用していた。「パソコンのアドレス宛てに送られてくる E メールはすべて携帯電話に転
送するようにしている。ほとんどのメールはそれほど急ぎのものではないけど、たまにある緊急

のメールの対応にはとても役に立つ」（コンサルタント）、「プロジェクトによっては、突然のスケ

ジュール変更などがあり、それらはメンバーの携帯電話のメールアドレスに配信されるようにな

っていて、とても便利だ」（映像プロデューサー）。しかしながら、そうしたプロフェッショナル

たちでさえも、携帯電話からの E メール送信はそれほど積極的には利用していなかった。「単に
インターフェースの問題。速く打てないから」（コンサルタント）、「携帯で文字を打つより、結局

は普通に電話したほうが早いから」（ジャーナリスト）。 
携帯電話と比較して、PDAの使用は、今回の調査対象においてはそれほど拡がってはいなかっ

た。全体の 24%が日常の仕事において PDAを使用していると答えた。PDAを使用している理由
としては、「メールの確認など、空き時間を有効に活用するため」（研究者）、「クライアントの連

絡先などの携帯用データベースとして」（コンサルタント）などがあった。このような実利的な目

的に加えて、趣味的・顕示的な目的のための PDA保有・使用も見受けられた。例えば、「ほとん
ど趣味のためだけ。個人的にこういったデジタル系のおもちゃが好きだから」（エンジニア）、「IT
業界で働いているので、こういった最新のデジタルものにもちゃんと追い着いておかないといけ

ないから」（テクニカルライター）などの回答があった。その一方で、日常業務における PDAの
使用には否定的・懐疑的な回答もあった。「いくつか PDAは買って試してみたが、どれも仕事に
はうまく使えなかった。たぶん過剰機能のせいだと思う」（コンサルタント）、「紙の手帳のほうが

やっぱり PDAより使いやすい。PDAには書きなぐることができないから」（コンサルタント）、
「ものを自由に書きたいデザイナーとしては、PDAは『使えない』ケースが多い」（デザイナー）、
ノートブック PC には画像データでもたくさん保存できるけど、PDA ではムリ」（デザイナー）、
「（パソコン宛てに来た）Eメールを確認するだけなら携帯電話からでもできる。書類を書いたり
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プレゼンしたりするときはノートブック PC を使う。メモを取るなら手書きの手帳を使う。スケ
ジュール管理なら慣れているシステム手帳がある。（だから PDAは使わない）」（コンサルタント）
などの回答があった。この調査では、独立型プロフェッショナルの仕事の実践における PDA利用
に関連するさまざまな問題が浮き彫りになった。 
 
IV フォーカスケース 
 
この節では今回のフィールド調査対象の独立型プロフェッショナルのなかから、3 名の事例を

フォーカスケースとして取り上げる。この 3 つのケースをピックアップした理由としては、特に
これら 3 ケースが、今回の調査対象の独立型プロフェッショナルの仕事の実践の様相を効果的に
代表していると思われたからである。第一のケースは都市開発関連の独立型コンサルタントであ

る。このケースでは、独立型プロフェッショナルの仕事の実践における高いモビリティが見られ

る。第二のケースは、フリーランスのコンピュータグラフィックス（CG）デザイナーである。こ
のケースでは、インターネット・ベースの様々な協働支援ツール／システムの活用による分散型

ワークスタイルが見ら受けられる。第三のケースは、e ビジネス関連の個人事業家である。この
ケースでは、独立型プロフェッショナルの仕事におけるモバイル技術の導入効果とその帰結のい

くつかを見ることができる。 
 
1. ケース A：都市開発コンサルタント 
都市開発コンサルタントの J氏（仮名、調査当時 38歳）は、2000年に独立して仕事を始めた。

メインの仕事は、地方自治体の都市開発、町おこし、商店街活性化に関わる調査・コンサルティ

ング業務である。特に、過疎地域の活性化プロジェクトに数多く参画してきた。彼は、完全に 1
人で仕事を行っている個人事業主であるが、仕事の実態としては、他のコンサルタントやシンク

タンク研究員など、さまざまなパートナーや協力者と共に進めている。 
J 氏は、独立型プロフェッショナルとしての自分の仕事スタイルの特殊性かつ優位性として、
その活動のモビリティの高さを挙げる。J氏は、コンサルタントとしての自分の「売り」として、
「フットワークの軽さ」を一番に出している。都市開発関連のプロジェクトは、通常その開発現

場の視察や、その後の開発の進捗確認などのために、担当の自治体や開発現場に頻繁に行くこと

になる。しかし、当然ながら頻繁に自治体や現場に足を運ぶことは、時間的・金銭的コストがか

さむこととなり、いかにコンサルタントといえども、現場視察や確認作業は厭われ易い業務とな

る。そこで、J 氏は積極的に現場に足を運ぶことを自身の業務の優位性として認識し、尚且つそ
れを実践している。 
こうした仕事スタイルを実践する J 氏にとって、携帯電話やノートブック型 PC などのモバイ
ル技術は、仕事そのものに対するアプローチにおいて、極めて大きな変化をもたらすことになっ

た。携帯電話さえあれば、自分の事務所にいようとも、開発現場にいようとも、自治体のオフィ

スにいようとも、他のプロジェクトメンバーやクライアントと「いつでも・どこでも」連絡をと

ることができる。同じように、携帯電話をノートブック型 PC に繋いでネット接続することによ
り、オフィスを離れていても、ほぼオフィスと同様の仕事環境を用意することができるようにな

った。これは、J 氏のような仕事スタイルを持つ独立型プロフェッショナルにとって、画期的と
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言ってもよい変化である。 
J 氏の仕事の実践には、地理的移動に関する 2 つのパターンを見ることができる。第一に、頻

繁な長距離移動のパターンである。上述のように、J 氏は頻繁に現場を訪れる仕事スタイルを持
っている。クライアントの多くが J 氏がベースとしている東京から遠く離れた地域に分散して存
在しているため、数百キロレベルの長距離移動の頻度は極めて高い。第二に、活発な近距離移動

のパターンである。J 氏は、プロジェクトの進行においてフェース・トゥ・フェースの会議や討
議を極めて重要なものと捉えており、他のプロジェクトメンバーや他のクライアントと会うため

に首都圏エリアを極めて活発に移動する。移動手段は、電車（JR、地下鉄）、タクシー、徒歩を
様々だが、そうした近距離移動の活発さも J氏の仕事スタイルを特徴付ける大きな要素である。 
 
2. ケース B：フリーランス CGデザイナー 

Y氏（仮名、調査当時 35歳）は、東京在住のフリーランス CGデザイナーである。美術大学卒
業後、大手グラフィックデザイン会社に 8 年勤務した後、フリーランスとして独立した。Y 氏は
都内中心にある自宅の一室を仕事場にしており、デザイン作業のほぼ全てをこの部屋で行う。Y
氏は、CGのなかでも三次元（3-Dimensional、3D）CGデザインのエキスパートであり、その分
野で有名な賞も受賞している。しかし、フリーランスとしての仕事のほとんどはウェブサイトの

デザイン業務である。なかでも、レコード／音楽制作会社から請け負うウェブサイトデザインの

業務が売上を多く占めている。 
CG グラフィックという業務の特質上、Y 氏は仕事における極めて長い時間を仕事部屋のコン

ピュータの前に座って過ごすことになる。この点においては、Y 氏の仕事スタイルは、極めて静
的なホームワーカーと言える。しかしながら、彼は、インターネットを通じて、極めて幅広い人

とインタラクションしながら仕事を進めている。仕事の実践において、肉体的な移動はほとんど

無いにもかかわらず、ネットを介したインタラクションは時空を超えて拡がり、また極めて活発

に行われているのである。フリーランスのデザイナー同士の掲示板（BBS）やメーリングリスト
などから Y 氏が得る情報は、仕事上重要なものが少なくない。例えば、CG デザインに使用する
ソフトウェアの評価やバージョンアップ情報などは、こうしたネット上のサービスを経由して Y
氏は得ており、この点に関して言えば、Y 氏は個人でフリーランスとして仕事をしている不利を
感じていないと言う。 
このように、インターネット技術が独立型プロフェッショナルとしての Y氏を大きく助けてい

るとは言いつつも、やはり Y氏にとっての問題は、仕事におけるフェース・トゥ・フェースの対
人インタラクションが非常に少ない点が挙げられる。この点に対する対処としては、Y 氏はある
デザインスタジオを活用している。Y氏は、1997年に大手コンピュータエンターテイメント会社
が主催する有名 CG デザインコンテストに入賞しており、この主催企業は入賞者に対して、歴代
入賞者だけが使用を許される最新デザイン制作機器が揃ったデザインスタジオの使用権を授与し

ている。このデザインスタジオは、Y 氏にとって有形／無形の財を交換・共有するインタラクシ
ョンの「場」（Nonaka & Konno 1998）として機能している。このスタジオには、歴代の受賞者
たちが自由に集まり、デザインの作業をするだけでなく、仕事の情報交換や協力の依頼などを行

っている。また、このスタジオでのインフォーマルなインタラクションがきっかけなって、新た

な協働やプロジェクトがスタートすることもある。こうした意味において、バーチャルなインタ
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ラクションに大きく依存している Y氏にとっても、物理的な場としてのスタジオの意義は極めて
高いといえる。 

 
3. ケース C：eビジネスベンチャー事業家 

H氏（仮名、調査当時 35歳）は、小さなソフトウェア制作会社を運営している。H氏は、1990
年代はじめ頃にインターネット・サービス・プロバイダー（ISP）事業を運営していたが、その
収益をもとに、1998年に新たなこのソフトウェア制作会社を設立した（その後、ISP事業は売却）。
H 氏の会社は、主にパソコン上のエンターテイメントソフトや携帯電話用のコンテンツを開発・
販売している。この会社には、契約社員も含めて、20名弱のフルタイムスタッフが在籍している。 
前述の 2つのケースと比較して、H氏のケースが特徴的なのは、幅広い人々との極めて活動的
なフェース・トゥ・フェース・インタラクションである。前述の J氏や Y氏は、基本的に同時期
には限定的な数のクライアントやプロジェクトメンバーとしか仕事上のインタラクションはなか

ったが、この H氏のケースでは組織内外に渡る多種多様な人々とのインタラクションが毎日恒常
的にある。ベンチャー企業の責任者として、H 氏は日々多彩な関係者とフォーマル／インフォー
マルに交流をすることにより、新たな事業の可能性や発展を模索している。それらの人々は、あ

るときは友人でもあり、あるときは潜在／顕在顧客でもあるが、それら多種多様な人々が時間・

場所を問わず H氏に連絡を取ろうとしてくる。こうした非常に活発なインタラクションを管理す
るために、H氏は Eメールとモバイル技術を最大限に活用している。H氏はオフィスのパソコン
宛ての Eメールを全て携帯電話に転送している。そのため、H氏の携帯電話は極めて頻繁にメー
ルを受信することになる（事実、H氏のインタビューを行った 1時間程度の間に、10回近く携帯
電話が E メール受信のシグナルを発していた）。H 氏は、そうした携帯電話に転送されてくる E
メールを逐一すばやく確認し、必要に応じてその場で短い返信をすることもある。この意味にお

いて、H氏にとって、「非同期的（asynchronous）」な Eメール通信技術が、携帯電話と連動する
ことで「同期的（synchronous）」に使われている実態が見られた。 
こうした実践は、H 氏のインタラクションの管理方法の一端でしかないが、ここで見えてくる

のは、H 氏の仕事の実践は、複数のインタラクションの流れにコンスタントに晒されているとい
う実態である。どこにいようが、何をしていようが、H 氏に対してアプローチを試みるインタラ
クションはコンスタントに H氏に襲い掛かり、単一のインタラクションを管理するのとは異なる
インタラクション・マネジメントの手法が H氏にとって極めて重要になっているのである。 
 
V 独立型プロフェッショナルの仕事と「流体」的組織観 
 
上述してきたフィールド調査の結果に見られるように、独立型プロフェッショナルの仕事の実

践は、絶え間なく変化し続ける仕事環境（時間・場所・文脈）と、多様なステークホルダーとの

活発なインタラクションに特徴づけることができる。今回のフィールド調査を通じて、地理的に

も、業務の実行においても、インタラクションのパターンにおいても、極めて高いモビリティが

独立型プロフェッショナルの仕事の実践に見ることができる（Kakihara & Sørensen 2004）。こ
のように仕事のモビリティが非常に高い仕事環境においては、ステークホルダー間の関係性のパ

ターンは、極めて流動的かつ不明確なものとなる。特に、今回見てきたような独立型プロフェッ
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ショナルの仕事の現場においては、組織の境界設定が必然的に曖昧化してくる。 
こうした独立型プロフェッショナルの仕事から見えてくるのは、「流体（fluid）」と呼ばれるよ
うな仕事の実践パターンである（Mol & Law 1994; Urry 2000）。ここで言う「流体」とは、「境
界無き変化と絶え間無き移行が続く世界」（Mol & Law 1994: p. 600）のことである。流体的世界
は、「異なる領域を通り越して流れるヒト・情報・モノ・カネ・イメージ・リスクの不均一かつ分

散化された予測不可能な流れ」（Urry 2000: p. 38）によって特徴付けられる。こうした世界は、
まさに独立型プロフェッショナルの仕事世界のイメージである。今回のフィールド調査の結果や、

3 つのフォーカスケースが明らかに示しているように、独立型プロフェッショナルは、自身の仕
事を単一のオフィススペースを継続的に行っているのではなく、ありとあらゆる場所において仕

事を実践している。また、様々な ICTの活用により、彼らの仕事の実践は様々なレベルの組織領
域に浸透し（プロジェクトレベル、チームレベル、組織レベルなど）、また多様な人的ネットワー

クを介して拡がりまた収束する（公的／私的ネットワーク、公式／非公式ネットワークなど）。こ

うした「流体」としての仕事の本質は、これまでの静的な分析視座からは十分な考察ができない。

なぜならば、独立型プロフェッショナルは、常に変化の中に存在しているからである。活発な地

理的移動、複数の組織やプロジェクトへの参加、多種多様なステークホルダーとの継続的インタ

ラクションなど、これまでの静学的な組織行動分析の枠組みからはおのずとこぼれ落ちてしまう

のが、独立型プロフェッショナルの仕事の実践なのである。 
サービス産業、エンターテイメント産業、ICT 関連産業などのビジネス領域では、これまでの

伝統的な雇用関係を持たない労働者 ―契約社員、派遣社員、フリーランサー、契約ベースの専

門技術者など― が増加している（Barker & Christensen 1998; Cappelli 1999）。また、多くの
企業が、柔軟に組織体制を構築・改編できるような経営手法 ―タスクフォース、プロジェクト

チーム、バーチャル組織など― を採用して、コンサルタント、デザイナー、プランナーなどの

「組織外」のプロフェッショナルを積極的に活用するようになってきている（Snow et al. 1999; 
Townsend et al. 1998）。こうした経営の実践を鑑みると、これまで自明的に扱われてきた分析ユ
ニットとしての「組織」の概念そのものが、大きく揺れ動いていることが分かる。特に、上記し

たような知識集約型産業においては、組織構造はますます流動的になり、ビジネスプロセスは解

体・再編され、組織メンバーの関係性も永続的なものではあり得なくなってきている。 
独立型プロフェッショナルは、まさにこうした伝統的な組織の統一性（integrity）を解体させ
るような革新的労働者グループのひとつであろう。独立型プロフェッショナルは、自身の知識や

技能の躍動や仕事の自律性を拘束するような様々な組織の拘束から自由になるために、まさに独

立したのである。都市開発コンサルタントの Y氏（前述）のケースでは、Y氏は、特定の組織に
属さない独立したコンサルタントとしてプロジェクトに参加しているという点において、どの仕

事においても所謂「アウトサイダー（部外者）」である。だが、それぞれのプロジェクトに参加し

ているメンバー側の視点から Y氏を見れば、Y氏の知識や技能はそのプロジェクトの進行に欠か
せないものになっているため、極めて密接に繋がっている「インサイダー（内部関与者）」でもあ

るわけである。知識や技能の仲介者として、独立型プロフェッショナルは様々なレベルの組織の

境界を跨って仕事を行い、またその流体的な仕事の実践のなかで新たなメンバー同士の繋がり 

―実践共同体（Community of Practice）（Wenger 1998）― を生み出している。 
このような独立型プロフェッショナルたちの新しい仕事の実践は、伝統的な組織概念の再考を
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要請する。様々な組織の境界を壊し、また新たに再構築する彼らの仕事の実践を見れば、「組織」

と「環境」、「内」と「外」を明確に分離するような境界設定は極めて曖昧なものとなってくる。

このような仕事の実践から見えてくる現代の組織パターンとして、多くの論者が「ネットワーク

型組織」の可能性を述べている（e.g. Alstyne 1997; Castells 1996; Jarvenpaa & Ives 1994; 
Powell 1989; Rochart & Short 1991; Snow et al. 1992）。ICTの広範な普及、特にインターネッ
ト関連の技術の進展により、今日の企業は、世界中の様々な資源（ヒト、モノ、カネ、情報）に

ダイレクトにアクセスし、ビジネス活動を効果的に管理・調整することが可能になった。カステ

ル（Castells 1996）はこのような変化を指して、「ネットワークは我々の社会をかたち作る新し
い形態学となった。ネットワークの論理の進展は、生産・経験・権力・文化の運用とその成果物

を大きく変容させた」（p. 469）と述べた。パウエル（Powell 1989）は、ネットワーク型組織は、
市場型取引やヒエラルキー型管理構造に変わる、新たな調整原理としていくつかの産業領域では

成立しうると述べた。しかしながら、こうしたネットワーク概念を基にした現代組織の理解枠組

みは、様々なインプリケーションを我々にもたらしてくれたが、依然静学的な組織パターンの理

解でしかないと言える。なぜならば、そのネットワーク概念そのものが基本的に静学的なメタフ

ァーだからである。通常ネットワークとは、相互に接続されたノード（結節）の集合体として表

される。このようなネットワークを基にしたメタファーは、組織と多様なステークホルダーとの

複雑な関係性を説明する際には有用ではある。しかし、このメタファーは、連続的な変化のなか

にあり常に解体と再構築のなかにあるステークホルダー間の関係性の一瞬を「スナップショット」

的に写し取った描写でしかない。 
しかし、こういった静学的なネットワーク型組織の理解とは一線を画すネットワーク論研究が、

今井と金子（今井・金子 1988）によって提示されている。今井と金子は、静学的なネットワー
ク概念の理解と、現実の組織の文脈に見られるネットワーク概念の違いを図 2 のように示した。
彼らは、「ネットワーク」という用語こそ使ってはいるものの、その組織理解は極めて流体的（fluid）
なものである。 
 
現代の本質的不確実性に対応して行くためには、静的情報の蓄積ばかりでなく、動的情報の

蓄積をすること、つまり多様なコンテクストを持つことが必要不可欠であるが、そのために

は組織の境界という人工的な制約を積極的に踏み越えてつながりを求めることが肝心である。

ここに「内」と「外」の境界を弾力化・流動化するネットワークという概念を導入する基本

的動機が存在するのである。（p. 157） 
 
彼らのこの組織理解は、前述の「流体」的世界観と極めて共通性が高い。コンピュータのネット

ワークと異なり、社会的なネットワークの構造は常にダイナミックな変化のなかにある。組織環

境におけるネットワークの関係性や境界設定は固定されることは決してなく、ステークホルダー

の仕事の実践を通じて、解体・再構築が繰り返される。そして、その反復的実践は、彼ら自身が

相互作用しあう文脈（コンテクスト）を繰り返し生み出していく。このような組織観は、これま

での組織の境界や関係性の存在を完全に否定はしないが、その境界や関係性の生成の連続的プロ

セスに対して考察と分析の光を当てることを我々に強く要請している。 
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=================== 
図 2を挿入 

=================== 
 
こうした「流体」的組織観を実際に組織分析の視座として取り入れている研究者も少なからず

存在する。様々な組織のイメージを包括的に研究したモーガン（Morgan 1997）の研究が有用な
見取り図を提供してくれている。「機械」、「生体」、「脳」、「文化」、「政治システム」、「心理的監獄」、

「支配制度」などの様々な組織のイメージと共に、モーガンは「流動と変容」としての組織イメ

ージを提示している。モーガンは、オートポイエーシス理論（Maturana & Varela 1980; 1992）
を援用することで、組織外部の視点からは観察することができない連続的な流れと変化のなかに

ある存在としての組織を概念化した。この「流体」的組織観を基にすれば、組織と外部環境の区

分は、外部観測者による単なる観察結果でしかない。モーガンは、環境との関係性は、内部的な

決定され、境界設定は各アクターの自己生産的な行為により繰り返し構築・再構築を行われると

した。チボラ（Ciborra 1996）は、「プラットフォーム組織（platform organization）」の概念を
提示して、同様の「流体」的組織観を説明している。チボラによれば、プラットフォーム組織は、

市場と技術と競争者の関係のなかで偶発的に生み出される「分断と不明瞭と転置」によって特徴

づけられる組織体である。彼自身が行った欧州のコンピュータ企業のオリベッティの研究を通じ

て、組織の動態は、時折混沌とした偶発的出来事や驚くべき変化によって支配されることがあり、

それは新たしい組織構造とプロセスを生み出すこととなることを彼は説明した。ミンツバーグ

（Mintzberg 1983）は、柔軟かつ非ヒエラルキー的でインフォーマルな組織体として「アドホク
ラシー（adhocracy）」を提示した。ミンツバーグの「アドホクラシー」は、チボラの「プラット
フォーム組織」の概念と似通っているが、チボラのそれは特に変化と偶発性に焦点が置かれてい

る。 
以上にように、用語としては、「ネットワーク」（今井・金子）や「流動と変容」（モーガン）や

「プラットフォーム」（チボラ）など様々ではあるが、共通して言えるのは、現代の組織のあり方、

特に知識集約型産業における独立型プロフェッショナルの働きを通じて見える現代の組織環境は、

これまでの静学的な組織理解や組織観では捉えられなくなってきており、理解枠組みとして「流

体」的組織観がますます重要性を高めていると言えるのではないだろうか。 
  
VI おわりに：「流体組織」の時代？ 
 
本稿では、独立型プロフェッショナルの仕事の実践と ICTのインパクトについて、探索的フィ

ールド調査の結果を概観しながら、組織論的な視座から分析と考察を行った。フィールド調査の

結果から見えてくるのは、独立型プロフェッショナルの仕事は、これまでの伝統的・静学的組織

観の枠組みでは捉えきれない「流体」的な実践のなかで形作られていることである。様々な組織

の境界を乗り越え、また新たに境界を創り出しながら、流動的な仕事の文脈のなかで仕事を行っ

ている。そうした「流体」的な仕事の実践を支えているのは、数々の ICTであり、怒濤のインタ
ラクションの流れに翻弄されてしまいかねない独立型プロフェッショナルの仕事にしっかりとし

た楔を打つような効果を持っていると言えよう。多種多様なステークホルダーとの「流体」的な
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インタラクション、「流体」的な協働を支えているのは、まさに ICT なのである。こうした彼ら
の仕事の実践は、組織の環境の境界を自明のように扱ってきたこれまでの組織観を大きく覆すこ

とになる。独立型プロフェッショナルの仕事の文脈においては、組織そのものも「流体組織（the 
fluid organization）」と化す。 
しかし、ここで注意しておきたいのは、こういった「流体組織」の理解枠組みが、今日のすべ

ての組織的文脈において成立するというわけではないことである。独立型プロフェッショナルは、

近年着実にその数を増やしているとは言っても、労働者全体から見れば依然少数派である。また、

組織外の独立型プロフェッショナルを積極的に活用している産業分野も、前述したような知識集

約型産業分野に限られており、全産業に拡がっているトレンドと言うにはまだ程遠い。つまり、

独立型プロフェッショナルの「流体」的な仕事の実践とその活躍が見て取れる分野は、まだまだ

限られているのである。 
ただそれでも、主に以下の 3 つの理由から、こうした「流体組織」の視座が、今日ますますそ

の意義と重要性を高めていることを最後に述べておきたい。第一の理由は、今日の企業環境はま

すます知識集約型になりつつあるという事実である。知識が企業の競争力や活力の極めて重要な

源泉であるという認識はいまでは極めて一般的なものとなった（Davenport & Prusak 1998; 
Kogut & Zander 1996; Nonaka & Takeuchi 1995）。多くの論者が述べているように、企業にお
ける知識の戦略的活用は、常にチーム間、グループ間、組織間の境界を乗り越えるような仕事の

実践のなかで行われ、そして多様なステークホルダー間のインタラクションのなかで新たな境界

設定が生み出される（Ciborra & Andreu 2001; Knight et al. 1993）。そうした脱境界的な組織行
動は、従来型の固定的な組織観や静学的な分析枠組みでは十分な考察ができない。そこで、本稿

で論じてきたような「流体」的な仕事の実践のあり方や組織観をもってはじめてそうした企業内

／外／間の知識創造・共有・交換の実態が見えてくるのである。 
第二の理由は、現代の企業の多くが組織構造の柔軟な再構築を求められているという点である。

国内、欧米を問わず、現代の企業競争環境は熾烈の一途を辿っており、多くの分野で勝者と敗者

のコントラストが極めて鮮明に浮き上がってきている。今日、所謂スタートアップのベンチャー

企業だけでなく、自動車や通信・メディアなどのメガビジネスの世界でさえも、契約社員・派遣

社員等の柔軟な雇用体系における労働力の活用は着実に拡大しつつあり（Barker & Christensen 
1998; Nollen and Axel 1996）、その活用の巧拙が当該企業の競争力に極めて大きな影響を与えつ
つある（Matusik & Hill 1998）。さらに、プロジェクトチーム、タスクフォース、バーチャル組
織などのフレキシブルな協働体制も、今では至極「当たり前」の組織戦略として幅広い産業領域

で導入・活用が進んでおり、これらの実践にも様々な種類の契約ベースの社外プロフェッショナ

ルが活躍している。こうした従来の雇用慣行のなかでは「非正規社員」としてしか捉えられてこ

なかった労働者が増えているという実態は、我々に対して仕事や組織そのもののあり方の再考を

強く要請している。 
第三の理由として、今ますます多くの労働者が「バウンダリーレス・キャリア」（Arthur & 

Rousseau 1996）を志向するようになってきている事実がある。20世紀の中ごろからこれまでに
おいて、一般的な労働者の多くは、その仕事人生における比較的長期間において 1 つの企業で働
くことを志向し、またそれを実践してきた。しかし、今では 1 つの企業における在籍期間はどん
どん短くなってきている。例えば、アメリカにおける男性労働者の単一企業での在籍期間の中央
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値は 4.5年、日本でさえ 8年にまでになった（Authur 1994）。こうなると、労働者のキャリア形
成は、もはや単一の組織内で完結するものではなくなり、複数の雇用者を渡り歩きながら、「境界

無きキャリア形成」を志向するようになった。こうした労働者の姿を象徴的に指して、マローン

とローバッカー（Malone & Laubacher 1998）は「eランサー（e-lancers）」と呼び、カステル
（Castells 2001）は「自己プログラム可能な労働者（self-programmable workers）」と呼び、ま
た筆者は別稿（Kakihara & Sørensen 2002）にて「ポストモダン・プロフェッショナル
（post-modern professionals）」と呼んだのである。こうした現代のキャリア・システムの流動化
は、まさにキャリア形成の場としての組織のあり方を考え直す必要性を高めている。 
こうした今まさに拡がりつつあり現代の組織環境の変化を考慮すれば、本稿にて考察してきた

ような「流体」的仕事の実践や、「流体組織」観について、さらに深い考察を進めることの意義は

極めて高いと言える。個人、チーム、グループ、組織、制度、どのレベルを取っても、これまで

の構造・条件・環境は「不変・安定」の状態から「変化・活性」の状態に大きく移り変わろうと

している。ICT の急速な普及と浸透が進むなか、ますますダイナミックに変化するビジネス環境
を理解し適切な対処を講じるためには、我々の理解枠組みも同様に動的かつ柔軟なものにしてい

かねばならない。「流体組織」の視座は、組織分析や仕事分析の新たな地平を見せてくれる可能性

を大いに秘めている。 
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図 1：職業別就業者数推移（全就業者における割合） 
（総務庁（省）統計局「労働力調査報告」） 

 
 
 
 
 
 



- 18 - 

 

図 2：ネットワークのイメージの比較 
（今井・金子 1987：p. 182を参考にして作成） 

A：従来のネットワークのイメージ B：実際のネットワークのイメージ


